
独立行政法人の業務実績に関する２次評価結果

―政策評価・独立行政法人評価委員会による「年度意見」―

独立行政法人の業務実績については、各年度終了後、各府省の独立行政法人評価委員会が評
価（＝一次評価）を行っています。

総務省の政策評価･独立行政法人評価委員会（委員長：大橋洋治・全日本空輸（株）取締役会長、
独立行政法人評価分科会長：富田俊基・中央大学法学部教授）は、これらの評価の客観的かつ厳
正な実施を確保するため、各府省の評価委員会の評価結果について横断的に評価（＝二次評
価）を行い、各評価委員会に対して必要な意見を通知することとされています。

平成20年１月31日

「平成１８年度における独立行政法人等の業務の実績に
関する評価の結果等についての意見」



１１ 二次評価結果のポイント二次評価結果のポイント

総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会は、各府省の独立行政法人評価委員会等から提出された所管独立行政法人等
（106法人（平成18年度末時点））並びに国立大学法人及び大学共同利用機関法人の平成18年度業務実績評価の結果について、以
下の点に重点を置き府省横断的に二次評価を実施。

①① 評価結果等が国民に分かりやすいものになっているか評価結果等が国民に分かりやすいものになっているか。。

②② 閣議決定等により厳格な評価を行うこととされている総人件費削減への取組や給与水準の適正化、随意契約の適正化等に閣議決定等により厳格な評価を行うこととされている総人件費削減への取組や給与水準の適正化、随意契約の適正化等に

ついて、適切な評価が行われているか。ついて、適切な評価が行われているか。

③③ 財務内容や業務運営の改善等のため重要な視点と考えられる欠損金、利益剰余金、財務内容や業務運営の改善等のため重要な視点と考えられる欠損金、利益剰余金、貸倒懸念債権、破産更生債権貸倒懸念債権、破産更生債権等について、等について、

適切な評価が行われているか適切な評価が行われているか。。

１．二次評価の主な視点１．二次評価の主な視点

１

２．二次評価結果のポイント２．二次評価結果のポイント 上記の観点を踏まえ、二次評価を行った結果、主な意見は以下のとおり。

＜各府省評価委員会に対する共通意見＞

評価の基準の明確化等評価の基準の明確化等

目的積立金の計上の促進に資するための評価の実施目的積立金の計上の促進に資するための評価の実施

「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえた今後の評価の充実（資産の有効活用、官民競争入札等の活用、内部統制）「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえた今後の評価の充実（資産の有効活用、官民競争入札等の活用、内部統制）

過去の当委員会の意見を踏まえた的確な評価の実施過去の当委員会の意見を踏まえた的確な評価の実施

＜個別意見＞ 以下の事項について、評価結果に言及がない、又は評価が不十分な場合には、改善すべき点として、個別に通知。

欠損金の解消に向けた取組の評価欠損金の解消に向けた取組の評価 → ６省評価委員会６省評価委員会 1010法人法人

利益剰余金に係る業務運営の適切性の評価利益剰余金に係る業務運営の適切性の評価 → ９府省評価委員会９府省評価委員会 3377法人法人

貸倒懸念債権、破産更生債権等の管理状況や解消に向けた取組の評価貸倒懸念債権、破産更生債権等の管理状況や解消に向けた取組の評価 → ６省評価委員会６省評価委員会 1010法人法人

総人件費削減に向けた取組や効果に係る評価総人件費削減に向けた取組や効果に係る評価 → ６府省評価委員会６府省評価委員会 1515法人法人

給与水準の適切性等に係る評価給与水準の適切性等に係る評価 → ９府省評価委員会９府省評価委員会 4949法人法人

随意契約の見直しの取組に係る評価随意契約の見直しの取組に係る評価 → ９府省評価委員会等９府省評価委員会等 2121法人法人

関連法人に対する業務委託の適正化等関連法人に対する業務委託の適正化等に係る評価に係る評価 → ８省評価委員会８省評価委員会 2424法人法人



○○ 評価の基準の明確化等評価の基準の明確化等
各府省評価委員会における評価の基準が分かりにくい、各評定の判断理由の説明が不十分な

どの状況を踏まえ、十分な説明責任を図る観点から十分な説明責任を図る観点から評価の評価の基準等を見直すべき基準等を見直すべき。

○○ 目的積立金の計上の促進に資するための評価の実施目的積立金の計上の促進に資するための評価の実施
当期総利益を計上していながら目的積立金を申請していない法人について、利益の発生要因利益の発生要因

を分析し、目的積立金を申請していない理由等を業務実績報告書等で明らかにさせた上で評価を分析し、目的積立金を申請していない理由等を業務実績報告書等で明らかにさせた上で評価
を行うべきを行うべき。

○○ 「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえた今後の評価の充実「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえた今後の評価の充実

①① 資産の有効活用資産の有効活用
主要な固定資産についての減損会計の情報等を十分活用して、保有目的・利用状況を把握

した上で、資産の活用状況についての評価を行うべき資産の活用状況についての評価を行うべき。

②② 官民競争入札等の活用官民競争入札等の活用
高コスト構造となっている業務などに係る経費削減の一手段として、官民競争入札等の活用官民競争入札等の活用

についての評価を行うべきについての評価を行うべき。

③③ 内部統制内部統制
コンプライアンス体制の整備状況（倫理行動規程の策定、第三者を入れた倫理委員会等のコンプライアンス体制の整備状況（倫理行動規程の策定、第三者を入れた倫理委員会等の

設置、監事による内部体制に関する評価の実施等）についての評価を行うべき設置、監事による内部体制に関する評価の実施等）についての評価を行うべき。

○○ 過去の業務実績評価の結果に対する当委員会の意見を踏まえた的確な評価の実施過去の業務実績評価の結果に対する当委員会の意見を踏まえた的確な評価の実施
当委員会が過去に通知した各法人の業務実績に関する評価結果への意見を踏まえた評価が当委員会が過去に通知した各法人の業務実績に関する評価結果への意見を踏まえた評価が

行われていない場合、的確な評価を行うこと。行われていない場合、的確な評価を行うこと。

２２ 意見の概要意見の概要

１．各府省評価委員会に対する共通意見１．各府省評価委員会に対する共通意見

２



○○ 欠損金の解消に向けた取組の評価欠損金の解消に向けた取組の評価

繰越欠損金の発生要因や解消方策を業務実績報告書等繰越欠損金の発生要因や解消方策を業務実績報告書等で明らかにで明らかにさせた上で、評価を行うべさせた上で、評価を行うべ
きき。
→ 総務省評価委員会、文部科学省評価委員会、厚生労働省評価委員会、農林水産省評価委員会、経済産業省評価委員会、
国土交通省評価委員会

○○ 利益剰余金に係る業務運営の適切性の評価利益剰余金に係る業務運営の適切性の評価

利益剰余金の発生要因等を業務実績報告書等利益剰余金の発生要因等を業務実績報告書等で明らかにで明らかにさせた上で、業務運営の適切性のさせた上で、業務運営の適切性の
評価を行うべき評価を行うべき。
→ 内閣府評価委員会、総務省評価委員会、外務省評価委員会、文部科学省評価委員会、厚生労働省評価委員会、農林水産省
評価委員会、経済産業省評価委員会、国土交通省評価委員会、環境省評価委員会

○○ 貸倒懸念債権、破産更生債権等の管理状況や解消に向けた取組の評価貸倒懸念債権、破産更生債権等の管理状況や解消に向けた取組の評価
貸倒懸念債権、破産更生債権等の管理状況や解消に向けた取組について評価を行うべき貸倒懸念債権、破産更生債権等の管理状況や解消に向けた取組について評価を行うべき。

→ 総務省評価委員会、厚生労働省評価委員会、農林水産省評価委員会、経済産業省評価委員会、国土交通省評価委員会、
環境省評価委員会

○○ 総人件費削減に向けた取組や効果に係る評価総人件費削減に向けた取組や効果に係る評価

行政改革推進法等に基づく総人件費の削減に向けた取組状況やその効果について厳格な評行政改革推進法等に基づく総人件費の削減に向けた取組状況やその効果について厳格な評
価を行うべき価を行うべき。
→ 内閣府評価委員会、総務省評価委員会、文部科学省評価委員会、厚生労働省評価委員会、農林水産省評価委員会、経済産
業省評価委員会

２．個別意見２．個別意見

３



○○ 給与水準の適切性等に係る評価給与水準の適切性等に係る評価

給与水準が国家公務員の水準を上回る法人について、国民の視点に立って給与水準の適切国民の視点に立って給与水準の適切

性等について厳格な評価を行うべき性等について厳格な評価を行うべき。

→ 内閣府評価委員会、総務省評価委員会、財務省評価委員会、文部科学省評価委員会、厚生労働省評価委員会、農林水産省

評価委員会、経済産業省評価委員会、国土交通省評価委員会、環境省評価委員会

○○ 随意契約の見直しの取組に係る評価随意契約の見直しの取組に係る評価

「独立行政法人整理合理化計画」の趣旨を踏まえ、随意契約の適正化に向けて「随意契約見随意契約の適正化に向けて「随意契約見

直し計画」の実施状況について厳格な評価を行うべき直し計画」の実施状況について厳格な評価を行うべき。
→ 内閣府評価委員会、外務省評価委員会、財務省評価委員会、文部科学省評価委員会、厚生労働省評価委員会、農林水産

省評価委員会、国土交通省評価委員会、防衛省評価委員会、日本司法支援センター評価委員会

○○ 関連法人に対する業務委託の妥当性等に係る評価関連法人に対する業務委託の妥当性等に係る評価

「独立行政法人整理合理化計画」の趣旨を踏まえ、関連法人に対する業務委託や出資の妥当関連法人に対する業務委託や出資の妥当

性・必要性について評価を行うべき性・必要性について評価を行うべき。
→ 総務省評価委員会、外務省評価委員会、文部科学省評価委員会、厚生労働省評価委員会、農林水産省評価委員会、経済

産業省評価委員会、国土交通省評価委員会、環境省評価委員会

４

３．国立大学法人及び大学共同利用機関法人の業務実績評価の結果に対する主な意見３．国立大学法人及び大学共同利用機関法人の業務実績評価の結果に対する主な意見

○○ 国立大学法人に係る評価国立大学法人に係る評価

附属病院に導入されている附属病院に導入されている病院管理会計システム等により得られた統計データ等の活用によ病院管理会計システム等により得られた統計データ等の活用によ

る病院経営の効率化に向けた取組状況について評価を行うべき。る病院経営の効率化に向けた取組状況について評価を行うべき。

○○ 大学共同利用機関法人に係る評価大学共同利用機関法人に係る評価

法人化に伴う法人化に伴う組織・業務の統合による業務運営の効率化組織・業務の統合による業務運営の効率化の実施状況について評価を行うべきの実施状況について評価を行うべき。



文部科学省評価委員会の意見（一次意見） 当委員会の意見（二次意見）

【【評定：評定：SS（特に優れた実績を上げている。）（特に優れた実績を上げている。）】】

コーパス構築は画期的な試みであり、国立国語研究所でなけ

ればなしえない事業である。コーパスの全体設計を確定し、著

作権処理の労をいとわず、今後への道筋を築いたことは高く評

価できる。

「外来語言い換え提案」を集大成し、成果を公表していくこと

によって、国民の国語に対する興味関心、あるいは議論を喚起

する役割を果たしている。今後、 「外来語言い換え提案」がどの

程度浸透・普及し、実効を持ったかに目配りして、提案の発表・

広報の方法に生かせるよう検討する必要がある。

定点観測によることばの変容の把握は日本語にかかわる基礎

研究にとどまらず、社会学、歴史学、文化地理学，文化人類学

等にも大きなインパクトを与える意義深いものであり，継続が期

待される。

基幹的な調査研究の実施については、「大規模汎用日本語

データベース」に対する期待が高いこと等を理由としてＳ評定

（特に優れた実績を上げている。）とされているが、平成18年度

現在においては全体設計の確定という段階にしかすぎず、本

格的な運用段階とはなっていないことから、成果・効果の検証

を行えるまでには至っておらず、Ｓ評定とする理由が不十分で

ある。今後の評価に当たっては、同データベースの構築状況

や、その成果の達成状況等を可能な限り定量的に業務実績報

告書等で明らかにさせた上で評価を行うべきである。

国立国語研究所（文部科学省）

○ 基幹的な調査研究に関する評価

５

（参考１）（参考１） 評定理由の明確化等に関する意見の具体例評定理由の明確化等に関する意見の具体例



年金積立金管理運用独立行政法人 （厚生労働省）

○ 効率的な業務運営体制の確立の評価

監事監査において、人事評価制度については、平成18年度

中に一部実施するように準備が進められたが、実施に至らな

かったと指摘されているにもかかわらず、貴委員会の評価結果

においては、想定以上に適切に行っているとして、Ａ評定（中期

計画を上回っている）とされている。今後の評価に当たっては、

人事評価制度にかかわる取組の達成度合い等を明確にした

上で、適切な評価を行うべきである。

【【評定：評定：AA（中期計画を上回っている。）（中期計画を上回っている。）】】

・ 経営管理会議、企画会議等理事長の意思決定を支える体
制づくりや組織・人事体制の見直しなどを進めている。

・ 独法新設に伴い、内部組織の新設、再編を積極的に行った。

・ 組織編成、人員配置、業務運営体制について、様々な対応
が行われている。

・ 組織再編を適切に行い、人事評価制度も想定以上に適切
に行っている。

・ 目標以上の実績を評価します。目標だけにこだわらず、独自
の創意工夫がよく行われていて評価できる。

・ 監査室を理事長直轄下におくなど適切な内部管理が行われ
ている。年金福祉研究会の不適切な問題について総合評価
で触れているが、記載については配慮が必要と考えます。（削
除という意味ではありません。）

当委員会の意見（二次意見）厚生労働省評価委員会の意見（一次意見）

６

（参考） （監査報告書）人事評価制度の実施について
業務運営組織の整備が図られてきた中で、人事評価制度の実施については、当初、平成18年度中に一部実施すべく準備が

進められたが、実施には至らず、現在、19年度下期からの実施が計画されている。平成19年度においては、計画通りの確実な実
施が望まれる。



自動車事故対策機構 （国土交通省）

○ 重度後遺障害者に対する援護（療護センター）に関する評価

国土交通省評価委員会の意見（一次意見） 当委員会の意見（二次意見）

【【評定：４（優れた実施状況）評定：４（優れた実施状況）】】

４療護センターにおいては、対前年度（平成17年度）比1.1％

増の12,532件のＭＲＩ、ＰＥＴ等高度先進医療機器を活用した外

部検査を受託しており、中期目標の達成に向けて優れた実

施状況にあると認められる。

療護センターにおける業務について、高度先進医療機器を活

用した外部検査の受託件数が中期計画の目標を達成したこと

により４点（優れた実施状況）と評価されている項目がある。他

方で、平成17年度決算検査報告において、千葉療護センター

に導入された高度先進医療機器（核医学画像診断装置（ＲＩ））

が購入から５年間にわたり１度も使用されておらず、適切な管

理も行われていないとの指摘を受けている。今後の評価に当

たっては、４箇所の療護センターすべての医療機器の受託件

数のみではなく、療護センターごとの医療機器の活用状況、当

該機器の必要性も含め厳格な評価を行うべきである。

７



国立環境研究所 （環境省）

○ 環境政策の立案への貢献に関する評価

環境省評価委員会の意見（一次意見） 当委員会の意見（二次意見）

【【評定：評定：AA（中期目標の達成に向け、適切に成果を上げて（中期目標の達成に向け、適切に成果を上げて

いる。）いる。）】】

各種審議会等への参加については、評価手法としての課題も

あるが、年度目標を達成することができなかった。しかし、政策

立案に重要な役割を果たしており、適切に成果を上げている。

なお、国立環境研究所の組織としての政策立案への貢献の

方法についても検討がなされる必要がある。

中期目標に掲げられている「環境政策立案への貢献」を達成

するための指標である「各種会議への参加職員数」は、単なる

アウトプット指標であり、中期目標の達成状況を示す指標とし

ては必ずしも最適なものとは言えない。また、貴委員会におい

ても当該指標の適切性に疑問がある旨指摘していること、当該

指標に基づいた年度計画は未達成であることを踏まえると、評

価結果においてＡ評定（中期目標の達成に向け、適切に成果

を上げている。）と評価された理由が不明確である。

今後の評価においては、本法人の任務・役割に照らし、中期

目標を達成するためにより適切な指標を設定させた上で、国民

に分かりやすい形で評価を行うべきである。

８



（参考２）（参考２） 関連閣議決定等関連閣議決定等

９９

Ⅲ．独立行政法人の見直しに関し講ずべき横断的措置
１．独立行政法人の効率化に関する措置
(1) 随意契約の見直し

④ 随意契約見直し計画の実施状況を含む入札及び契約の適正な実施に
ついて、監事及び会計監査人による監査、評価委員会による事後評価

において、それぞれ厳正にチェックする。

(2) 保有資産の見直し
④ 保有資産の見直しの状況については、監事による監査、評価委員会
による事後評価において、それぞれ適切にチェックする。

(3) 官民競争入札等の積極的な適用
競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律

第51号）に基づく官民競争入札等の積極的な導入を推進し、独立行政
法人の提供する財・サービスの質の維持・向上と経費削減を図る。

(4) 給与水準の適正化等
③ 給与水準に関して、十分国民の理解が得られる説明がなされている
か等の観点から、監事による監査、評価委員会による事後評価におい
て、それぞれ厳格にチェックする。

２．独立行政法人の自律化に関する措置
(1) 内部統制・ガバナンス強化に向けた体制整備

① 業務遂行体制の在り方
ア 各独立行政法人は、役職員に対して、目標管理の導入等により適
切な人事評価を行うとともに、その業績及び勤務成績等を給与・退
職金等に一層反映させることにより業務遂行へのインセンティブを
向上させる。また、主務大臣は各独立行政法人の長について、また、
各独立行政法人の長は当該法人の役員について、職務の執行が適当
でないため法人の業務の実績が悪化した場合であって、当該役員に
引き続き職務を行わせることが適当でないと認めるときは解任事由
となり得ることを再確認する。

イ 各独立行政法人は、民間企業における内部統制制度の導入を踏ま
え、独立行政法人における役職員の職務執行の在り方をはじめとす
る内部統制について、会計監査人等の指導を得つつ、向上を図るも
のとし、講じた措置について積極的に公表する。

「独立行政法人整理合理化計画」 （平成19年12月24日閣議決定）
ウ 独立行政法人における監事の在り方を含めた内部統制の在り方に
ついて、第三者の専門的知見も活用し、検討を行う。

エ 特定独立行政法人以外の独立行政法人は、特定独立行政法人に準
じ、その職員の勤務時間その他の勤務条件を公表するよう努める。

オ 各独立行政法人は、その業務・マネジメントに関し国民の意見募
集を行い、業務運営に適切に反映させる。

カ 独立行政法人の長の任命について、内閣の一元的関与を強化する
とともに、監事及び評価委員会の委員の任命についても内閣の一元
的関与を図ることを速やかに実施する。

② 関連法人等との人・資金の流れの在り方
カ 随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況、情報開示の状況に
ついて、監事及び会計監査人による監査で厳格にチェックするとと
もに、評価委員会において事後評価を行う。

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に
関する法律」 （平成18年法律第47号）

（独立行政法人等における人件費の削減 ）
第53条 独立行政法人等（独立行政法人（政令で定める法人を除く。）及び
国立大学法人等をいう。次項において同じ。）は、その役員及び職員に係
る人件費の総額について、平成十八年度以降の五年間で、平成十七年度に
おける額からその百分の五に相当する額以上を減少させることを基本とし
て、人件費の削減に取り組まなければならない。

「行政改革の重要方針」 （平成17年12月24日閣議決定）

４ 総人件費改革の実行計画等
(1) 総人件費改革の実行計画
ウ その他の公的部門の見直し

① 独立行政法人及び国立大学法人法に基づく法人
(ｴ) 各省庁の独立行政法人評価委員会及び国立大学法人評価委員会
は、各法人の人件費削減の取組状況や国家公務員の水準を上回る法
人の給与水準の適切性等に関し厳格な事後評価を実施するとともに、
総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会においても２次評価を
行うこととし、これらの結果を公表する。
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